
その他の手続
相続に関する手続チェックリスト

備考時期項目

相続人の調査・確定

すみやかに

相続人を確定させるためには、故人の出生から死亡まで
の連続した戸籍謄本が必要です。市（区）役所・町（村）
役場の窓口で「相続に使用するため、出生から死亡まで
の戸籍謄本が必要です」と申出ることで取得できます。

遺言書の探索
自筆証書遺言は、自宅で探索又は法務局で調査してく
ださい。公正証書遺言は、お近くの公証役場で検索して
ください。

遺言書の検認 法務局以外で発見された自筆証書遺言の場合は、「未
開封」の状態で家庭裁判所の検認が必要となります。

相続財産の調査

被相続人の預金通帳及び郵便物から調査し、各事業者
に問合せすることで、相続財産のほとんどを知ることが
できます。また、自宅以外の不動産を所有している場合
は、不動産がある役所で「名寄帳」を取得することで、
課税対象の不動産のすべてを知ることができます。

遺産分割協議（協議書の作成）

法定相続をしない場合、共同相続人全員で遺産分割協
議を行い、合意する必要があります。合意後、金融機関
や役所等へ提出する為の遺産分割協議書の作成が必要
となります。

3か月以内相続放棄・限定承認
被相続人の最後の住所地の家庭裁判所への申述が必要
となります。申述書の作成等必要な対応があるため、家
庭裁判所に御確認ください。

4か月以内所得税の準確定申告

被相続人に1月1日から死亡日まで所得があった場合
は、相続人が1月1日から死亡した日までに確定した所
得金額及び税額を計算して、相続の開始があったことを
知った日の翌日から4か月以内に申告と納税をしなけれ
ばなりません。

10か月以内相続税の申告・納付

各相続人が相続や遺贈などにより取得した財産の価
額の合計額が基礎控除額を超える場合、相続税の課
税対象となります。
基礎控除額＝3,000万円＋600万円×法定相続人の数

御親族が亡くなられて間もなく進めなくてはならない手続に「相続」があります。締切期限の早い手続もあ

りますので、どういった手続がいつまでに必要なのか確認しておきましょう。

必要に応じて専門家に相談することもお勧めします。

令和６年４月から、相続登記の申請が義務化されました。詳しくは法務局のホームページを御覧ください。
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家系図（3 親等内の親族）
御遺族メモ

被相続人や相続人の関係を法務局に証明してもらう制度として法定相続情報証明制度があります。本制度に

より交付された法定相続情報一覧図の写しが、相続登記の申請手続をはじめ、被相続人名義の預金の払戻し

等、様々な相続手続に利用されることで、相続手続に係る相続人・手続の担当部署双方の負担を軽減するこ

とができます。詳しくは法務局のホームページを御覧ください。

被相続人や相続人の関係を法務局に証明してもらう制度として法定相続情報証明制度があります。本制度に

より交付された法定相続情報一覧図の写しが、相続登記の申請手続をはじめ、被相続人名義の預金の払戻し

等、様々な相続手続に利用されることで、相続手続に係る相続人・手続の担当部署双方の負担を軽減するこ

とができます。詳しくは法務局のホームページを御覧ください。
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亡くなられた方の財産について
御遺族メモ

所在地 名義人 持ち分 備考

金融機関名 支店名 金額 備考

名称 内容 保管場所等 備考

借入先 金額 返済方法 備考

不
動
産

預
貯
金

そ
の
他
の
資
産

借
入
金
・
ロ
ー
ン
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亡くなられた方の財産について
御遺族メモ

保険会社 種類・内容 受取人 備考

基礎年金番号 種類 受給金額 備考

名称 番号・記号等 受給金額 備考

その他

生
命
保
険
・
損
害
保
険

公
的
年
金

個
人
年
金
・
企
業
年
金
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少し落ち着いてから行う手続チェックリスト
御遺族メモ

準備するもの・備考時期項目

運転免許証返納 警察署

手続窓口

運転免許証

パスポート返納 パスポートセンター

・パスポート
・本人が死亡したことがわ
かる書類（戸籍謄本等、
死亡診断書（死体検案
書）の写し、埋火葬許可
証の写しのうちいずれか）
・届出者の本人確認書類

早めに

電気料金の名義変更・解約 電力供給会社 インターネットでも手続
可能

ガス料金の名義変更・解約 各事業所

NHKの名義変更・解約 NHK

携帯電話解約 各携帯電話会社

・各店頭での解約
・死亡の事実が確認でき
る書類（戸籍謄本等、
住民票除票、埋火葬許
可証の写し、会葬礼状等）
・届出者の本人確認書類等

その他利用サービスの名義変
更・解約

各社
・新聞
・定期購読物
・オンラインサービスなど

クレジットカードの解約 各クレジット会社 各会社より必要書類を取
寄せる

自動車、バイクなどの廃車・名
義変更

陸運支局軽自動車検査
協会

各販売業者でも代行可能

水道料金の名義変更・解約 水道局
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市民相談の御案内

弁護士や税理士など専門家による相談の窓口を設けています。

予約が必要です。

相談はすべて無料で、秘密は守られます。

相談予定日は、市ホームページ又は毎月1日発行の「市報むさしむらやま」を御覧ください。

法律相談（弁護士）

定員 先着６名相談日時

申込方法

相談内容

毎月第１・３・４水曜日　13：30～16：30

戸籍、相続、遺言その他法律全般について

相談日の１週間前の８：30～当日15：00（受付開始日が祝日等の場合、その直前の開庁日）
に電話で予約を受け付けます。

行政書士相談（行政書士）

定員 先着６名相談日時

申込方法

相談内容

毎月第２水曜日　13：30～16：30

法律書類（任意後見契約含む）の作成、相続手続など

前週の金曜日までに電話で予約を受け付けます。

司法書士相談（司法書士）

定員 先着６名相談日時

申込方法

相談内容

毎月第３水曜日　13：30～16：30

遺産相続、土地・建物の売買、相続等の名義変更、法定相続情報証明制度など

前週の金曜日までに電話で予約を受け付けます。

税務相談（税理士）

定員 先着６名相談日時

申込方法

相談内容

電話予約・お問合先

毎月第３水曜日　13：30～16：30

相続税、不動産に係る税金など

前週の金曜日までに電話で予約を受け付けます。

武蔵村山市　企画財政部秘書広報課

☎042-565-1111（内線314）

市ホームページ
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